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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　　提出会社の経営指標等

回次 第２期中 第３期中 第４期中 第２期 第３期

会計期間

自　平成17年
　　10月１日
至　平成18年
　　３月31日

自　平成18年
　　10月１日
至　平成19年
　　３月31日

自　平成19年
　　10月１日
至　平成20年
　　３月31日

自　平成17年
　　10月１日
至　平成18年
　　９月30日

自　平成18年
　　10月１日
至　平成19年
　　９月30日

売上高 (千円) ― 2,316,9611,419,3292,066,6283,262,888

経常利益 (千円) ― 435,921 455,487 335,954 526,304

中間(当期)純利益 (千円) ― 251,882 259,823 202,435 292,246

持分法を適用した場合の
投資損益

(千円) ― △2,081 26,541 △1,616 △4,862

資本金 (千円) ― 196,037 313,337 196,037 313,337

発行済株式総数 (株) ― 8,340 28,020 2,085 9,340

純資産額 (千円) ― 920,4951,451,087666,9991,193,361

総資産額 (千円) ― 1,505,4942,385,4631,157,5861,812,255

１株当たり純資産額 (円) ― 110,371.1351,787.56319,903.64127,768.90

１株当たり中間
(当期)純利益

(円) ― 30,201.789,272.79120,964.7934,353.17

潜在株式調整後
１株当たり中間
(当期)純利益

(円) ― ― 8,277.93 ― 33,556.64

１株当たり配当額 (円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) ― 61.1 60.8 57.6 65.8

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) ― 294,448 71,151 159,663 17,221

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) ― △333,246 94,704△115,658△289,926

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) ― △19,200 314,292 213,075 270,378

現金及び現金同等物
の中間期末(期末)残高

(千円) ― 502,0491,037,869560,047 557,721

従業員数
(外、平均臨時雇用者数)

(名)
―
(―)

15
(1)

23
(1)

9
(3)

18
(1)

(注) １　当社は中間連結財務諸表を作成しておりませんので、中間連結会計期間等に係る主要な経営指標等の推移につ

いては記載しておりません。

２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

３　当社は、第３期中間会計期間より中間財務諸表を作成しておりますので、第２期中間会計期間の記載はしてお

りません。

４　潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、第２期及び第３期中間会計期間は、新株予約権の残

高はありますが、当社株式は非上場であり、期中平均株価が把握できませんので記載しておりません。

５　当社は、平成19年２月22日付で普通株式１株につき４株の株式分割及び平成19年10月１日付で普通株式１株に

つき３株の株式分割を行っております。
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２ 【事業の内容】

当中間会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。なお、アセットマネジメント事業において、新たに田安門インベストメント（同）が関

連会社となっております。

　

３ 【関係会社の状況】

当中間会計期間において、以下の会社が新たに提出会社の関連会社となっております。

名称 住所

資本金又
は
出資金
(千円)

主要な
事業の内容

議決権の
所有割合
(％)

関係内容

田安門インベストメント（同）
東京都千代田
区

3,000
不動産の売買、
賃貸借及び管理

50.0
当社に対し、アセットマ
ネジメント業務を委託。
金銭の貸付なし。

　

４ 【従業員の状況】

(1) 提出会社の状況

                                                      平成20年３月31日現在

従業員数(名) 　　　23〔1〕

(注)１ 　従業員数は就業人員数(当社から他社への出向者を除き、他社から当社への出向者を含む。)であり、臨時従業員

数（パートタイマーを含み、人材会社からの派遣社員を除く。）は、当中間会計期間の平均雇用人員を

〔　〕外数で記載しております。

    ２   従業員数が当中間会計期間において５名増加いたしましたのは、業容拡大に伴う期中採用によるものであり

ます。

　

(2) 労働組合の状況

労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円滑に推移しております。
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第２ 【事業の状況】

１ 【業績等の概要】

(1) 業績

当中間会計期間における我が国の経済は、米国のサブプライムローン問題に端を発した金融市場の混

乱、原油価格や原材料価格の高騰、急速な円高の進行、低迷する株式市況等により、景気の先行きに不透明

感の強い状況となりました。

当社の属する不動産業界におきましては、建築基準法改正による建築確認の厳正化、原油の高騰による

建築コストの上昇、金融機関による不動産融資の厳格化等の影響により不動産の流動性が低下しており、

先行きに対する警戒感が強まっております。

また、不動産投資市場においては、イールドギャップに優位性のある都心部を中心として大型投資が引

き続き行われておりますが、その一方で、サブプライムローン問題をきっかけに、新興国や産油国の政府

系ファンドの台頭があるものの、欧米の投資家は資金を引き揚げており、海外の投資資金は国外に流出し

始めております。

このような環境下におきまして、当社は、プリンシパルインベストメント事業については仕入基準を更

に厳格化した上で、当該基準に合致した開発用不動産の取得、アセットマネジメント事業については海外

投資家からの資金調達を行い当社ＳＰＣを利用してのより大規模な不動産への投資、セールスプロモー

ション事業については不動産の価格変動リスクの影響の少ないフィービジネスである人材派遣の強化に

取り組んでまいりました。また、健全なバランスシートをもとに金融機関との良好な関係の維持及びア

セットマネジメント事業における海外投資家との関係の強化にも取り組んでまいりました。

これらの結果、当中間会計期間における売上高は1,419,329千円（前年同期比38.7％減）、営業利益は

461,715千円（前年同期比6.1％増）、経常利益は455,487千円（前年同期比4.5％増）、中間純利益は

259,823千円（前年同期比3.2％増）となりました。

　

事業区分別の業績は以下のとおりであります。

　

①　プリンシパルインベストメント事業

資産運用開発業務につきましては、首都圏において、開発用不動産の仕入を行い、小型のレジデンス

（総戸数：１棟当たり平均40戸前後、住戸タイプ：１Ｋ～２ＬＤＫ）に特化した開発を行ってまいり

ました。

アセット・デザイン＆リセール業務につきましては、東京都品川区及び港区所在の土地に対してそ

れぞれレジデンス事業計画及び商業ビル事業計画の提案を行うことで付加価値を付け、ディベロッ

パー等への売却が完了しております。また、東京都港区及び千代田区における区分所有マンションの売

却も完了しております。

これらの結果、プリンシパルインベストメント事業の売上高は、772,815千円（前年同期比60.1％

減）となりました。なお、前中間会計期間には、４件の資産運用開発案件の売却がありましたが、都心部

での地価高騰が顕著であり不動産投資が過熱してきた第２期後半より仕入基準を厳格化し、仕入れを

抑えていたことにより、当中間会計期間には、資産運用開発案件の売却がなかったため、売上高は前中

間会計期間に比して減少しております。
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②　アセットマネジメント事業

アセットマネジメント業務につきましては、当社がアセットマネージャーを務めるＳＰＣにおいて、

渋谷区神宮前プロジェクト及び渋谷区神南プロジェクトが完了したことにより、売却手数料である

ディスポジションフィー及び成功報酬であるインセンティブフィーを獲得し、本事業に大きく寄与し

ております。

ソリューション業務につきましては、事業用地等の不動産仲介２件及び設計等の業務受託２件を行

い収益を計上しております。

これらの結果、アセットマネジメント事業の売上高は、506,247千円（前年同期比79.2％増）となり

ました。

　

③　セールスプロモーション事業

人材の募集に関しては継続的にインターネット媒体及び既登録者からの紹介等による募集活動を

行ったことにより、当社の派遣登録者数については順調に増加いたしました。

不動産販売現場（モデルルーム等）での不動産販売促進を支援するハウジングアドバイザー等派遣

業務及び賃貸用レジデンスでのリーシングの支援を行うリーシングサポーター等派遣業務につきまし

ては、首都圏を中心とした分譲マンション、高級賃貸マンション、サービスアパートメント内における

入居者のケアを行うコンシェルジュ等への人材の派遣に努めたことにより、派遣の受託件数が順調に

進みました。

これらの結果、セールスプロモーション事業の売上高は、140,267千円（前年同期比40.5％増）とな

りました。

　

(2) キャッシュ・フローの状況

当中間会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、営業活動により71,151千円

増加、投資活動により94,704千円増加、財務活動により314,292千円増加し、前事業年度末に比して

480,147千円増加し、当中間会計期間末には1,037,869千円となりました。

また、当中間会計期間における各キャッシュ・フローの状況は次のとおりであります。

　

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

当中間会計期間において営業活動によって得られた資金は、71,151千円となりました。これは主に、

仕掛販売用不動産の増加142,512千円及び法人税等156,420千円による支出があったものの、税引前中

間純利益439,057千円を計上したことによるものです。

　

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

当中間会計期間において投資活動によって得られた資金は、94,704千円となりました。これは主に、

貸付けによる支出277,036千円及び貸付金の回収による収入388,889千円によるものです。

　

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

当中間会計期間において財務活動によって得られた資金は、314,292千円となりました。これは主に、

短期借入金の純増加額345,000千円によるものです。
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２ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当社は、プリンシパルインベストメント事業、アセットマネジメント事業、セールスプロモーション事

業を主体としており、生産実績を定義することが困難であるため、生産実績の記載はしておりません。

　

(2) 受注実績

当社は、受注生産を行っていないため、受注実績の記載はしておりません。

　

(3) 販売実績

当中間会計期間における販売実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。

　

事業部門

当中間会計期間
(自　平成19年10月１日
　至　平成20年３月31日)

販売高(千円) 前年同期比(％)

プリンシパルインベストメント事業 772,815 39.9

アセットマネジメント事業 506,247 179.2

セールスプロモーション事業 140,267 140.5

合計 1,419,329 61.3

(注) １　主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとおりであります。

相手先

前中間会計期間
(自　平成18年10月１日
　至　平成19年３月31日)

当中間会計期間
(自　平成19年10月１日
　至　平成20年３月31日)

販売高(千円) 割合(％) 販売高(千円) 割合(％)

株式会社エルカクエイ 551,380 23.8 ― ―

日本ジェネシス株式会社 469,428 20.3 ― ―

株式会社ＴＦＤコーポレーション 342,456 14.8 ― ―

株式会社アルコホームズ 341,308 14.7 ― ―

株式会社リブコム ― ― 353,134 24.9

株式会社木下工務店 ― ― 292,257 20.6

田安門インベストメント合同会社 ― ― 210,297 14.8

桜田門インベストメント合同会社 ― ― 182,820 12.9

(注)　当中間会計期間における株式会社エルカクエイ（現 株式会社ジョイント・レジデンシャル不動産）

への販売実績は、総販売実績に対する割合が100分の10未満のため記載を省略しております。

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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３ 【対処すべき課題】

当中間会計期間において、当社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課

題はありません。

　

４ 【経営上の重要な契約等】

該当事項はありません。

　

５ 【研究開発活動】

該当事項はありません。
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第３ 【設備の状況】

１ 【主要な設備の状況】

当中間会計期間において、本社移転を行いました。当該設備の当中間会計期間末現在の状況は、以下のと

おりであります。

事業所名
(所在地)

事業部門 設備の内容

帳簿価額(千円)
従業員数
(名)

建物
工具器具
及び備品

ソフト
ウェア

その他 合計

本社
(東京都千代田区)

全社共通 本社機能 8,5874,0222,204 22 14,837
23
〔1〕

(注) １　帳簿価額のうち「その他」は、電話加入権であります。

２　従業員数の〔 〕は、平均臨時従業員数を外書しております。

３　上記の他、主要な賃借設備として、以下のものがあります。

事業所名
（所在地）

事業部門 設備の内容
年間賃借料
（千円）

本社
（東京都千代田区）

全社共通 事務所（賃借） 31,983

　　　(注)　賃借料は、年間の契約金額を記載しております。

４　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

２ 【設備の新設、除却等の計画】

前事業年度末において、計画中又は実施中の重要な設備の新設、除却等はありません。また、当中間会計期

間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 96,000

計 96,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
中間会計期間末
現在発行数(株)
(平成20年３月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成20年６月26日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 28,020 28,284
東京証券取引所
(マザーズ)

　　　　　　―

計 28,020 28,284 ― ―

（注) 　 「提出日現在発行数」には、平成20年６月１日からこの半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行

された株式数は、含まれておりません。
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(2) 【新株予約権等の状況】

平成13年改正旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は次のとおりで

あります。

平成18年２月27日臨時株主総会決議

中間会計期間末現在
(平成20年３月31日)

提出日の前月末現在
(平成20年５月31日)

新株予約権の数(個) 　390 (注)６ 368 (注)６

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個) ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数(株)
　4,680

 (注)１、２、６
4,416 

(注)１、２、６

新株予約権の行使時の払込金額(円)
　21,750
 (注)２、４

同左

新株予約権の行使期間
平成20年４月１日から
平成28年１月31日まで

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価格及び資本組入額

発行価格　　21,750円
資本組入額　10,875円
　　　　　　　(注)２

同左

新株予約権の行使の条件 (注)５ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するには、取
締役会の承認を要する。

同左

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事
項

― ―

(注) １　新株予約権１個につき目的となる株式数は、12株であります。

２　平成19年２月５日開催の取締役会決議により、平成19年２月22日付をもって普通株式１株を４株に分割してお

ります。また、平成19年８月31日開催の取締役会決議により、平成19年10月１日付をもって普通株式１株を３

株に分割しております。これらにより、「新株予約権の目的となる株式の数」、「新株予約権の行使時の払込

金額」及び「新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」が調整されて

おります。

３　新株予約権発行後、当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式によって新株予約権の目的たる株式の

数は調整され、調整の結果生じる１株未満の端数についてはこれを切り捨てます。

調整後株式数 ＝ 調整前株式数×分割・併合の比率

４　新株予約権発行後、当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式によって発行価額を調整し、調整により

生ずる１円未満の端数は切り上げます。

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額×
１

分割・併合の比率

また、時価を下回る価額で新株式の発行又は自己株式の処分を行う場合、次の算式によって発行価額を調整

し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げます。

既発行株式数＋
新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額×
１株当たり時価

既発行株式数＋新規発行株式数

上記算式において、「既発行株式数」は当社の発行済株式数から当社が保有する自己株式数を控除した数と

し、自己株式の処分を行う場合には「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に読み替えるものとしま

す。

５　新株予約権の行使の条件

(1) 新株予約権者は、権利行使時においても、当社又は当社グループ事業会社の役員(取締役、監査役、会計参与

及び執行役)又は従業員(執行役員、相談役、顧問及び嘱託を含む。)のいずれかの地位にあることを要するも

のとします。

(2) 新株予約権者が死亡した場合は、新株予約権の相続は認めず、本新株予約権は失効するものとします。

(3) 新株予約権の一部行使はできないものとします。

(4) その他の条件については、平成18年２月27日開催の臨時株主総会決議及び平成18年２月27日開催の臨時取

締役会決議に基づき、当社と新株予約権者との間で締結した「新株予約権割当契約書」に定めるところに

よります。

６　新株予約権の数、新株予約権の目的となる株式の数は、臨時株主総会決議による新株発行予定数から、権利行使
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された数及び退職による権利を喪失した数を控除した数のことであります。
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(3) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の状況】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成19年10月１日 18,680 28,020　　　　　― 313,337　　　　　― 243,337

(注) １　平成19年８月31日開催の取締役会決議により、平成19年10月１日付で普通株式１株を３株に分割しておりま

す。これにより、株式数は18,680株増加し、発行済株式総数は28,020株となっております。

２　平成20年４月１日から平成20年５月31日までの間に、新株予約権の行使により、発行済株式総数が264株、資本

金及び資本準備金がそれぞれ2,871千円増加しております。

　

(5) 【大株主の状況】

平成20年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

阿部幸広　　　 東京都新宿区 9,675 34.53

日興コーディアル証券投資事業組
合

東京都千代田区丸の内一丁目２番１号 1,800 6.42

阿部邦夫　　　 福岡県北九州市小倉南区 1,500 5.35

カーギルインベストメンツジャパ
ン株式会社

東京都千代田区丸の内三丁目２番３号 1,440 5.14

阿部晶子　　　 東京都新宿区 780 2.78

清水伸也　　 神奈川県横浜市青葉区 720 2.57

有限会社ディアネス　 神奈川県川崎市麻生区上麻生二丁目35番25号 720 2.57

竹林正隆 東京都大田区 600 2.14

サンメイクプラン株式会社 東京都新宿区住吉町１番20号 573 2.04

鈴木隆平 東京都世田谷区 550 1.96

計 ― 18,358 65.52
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(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成20年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式　28,020 28,020 　　　　　　 　―

単元未満株式 ― ― ―

発行済株式総数 28,020 ― ―

総株主の議決権 ― 28,020 ―

　

② 【自己株式等】

平成20年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

― ― ― ― ― ―

計 ― ― ― ― ―

　

２ 【株価の推移】

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】

　

月別 平成19年10月 11月 12月 平成20年１月 ２月 ３月

最高(円) 124,000113,000103,000 89,800 65,100 64,000

最低(円) 92,500 78,500 77,200 55,000 48,700 37,050

(注)　株価は、東京証券取引所マザーズにおけるものであります。
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３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までの役員の異動は、次のとおりであり

ます。

(1) 新任役員

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（株）

就任年月日

監査役 ― 馬 塲 一 徳
昭和40年
９月１日

平成２年４月
平成５年９月

平成13年12月
平成17年１月
平成18年２月
平成18年９月
平成19年９月

平成20年５月

 住友商事株式会社入社
 住宅・都市整備公団
（現独立行政法人都市
 再生機構）入社
 新創監査法人入社
 新創税理士法人入社
 税理士登録
 共立株式会社入社
 馬塲一徳税理士事務 
 所設立（現任）
 当社監査役就任(現任)

(注)２ ―
平成20年
５月16日

（注）１   監査役馬塲一徳は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。　　　

 ２ 　監査役の任期は、平成20年５月16日から平成23年９月期に係る定時株主総会終結の時までであります。

　

(2) 辞任役員

役名 職名 氏名 辞任年月日

取締役
セールスプロモーション

ユニット長
清 水 伸 也 平成20年２月29日

監査役 ― 坂 根 康 裕 平成20年５月16日

　

(3) 役職の異動

新役名 新職名 旧役名 旧職名 氏名 異動年月日

代表取締役
社長

セールスプロモーション
ユニット長

代表取締役
社長

― 阿 部 幸 広 平成20年２月29日
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第５ 【経理の状況】

１　中間財務諸表の作成方法について

当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省令

第38号。以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、前中間会計期間(平成18年10月１日から平成19年３月31日まで)は、改正前の中間財務諸表等規則に

基づき、当中間会計期間(平成19年10月１日から平成20年３月31日まで)は、改正後の中間財務諸表等規則に

基づいて作成しております。

　

２　監査証明について

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間会計期間(平成18年10月１日から平成19年３月31

日まで)の中間財務諸表について、並びに、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当中間会計

期間(平成19年10月１日から平成20年３月31日まで)の中間財務諸表について、あずさ監査法人の中間監査

を受けております。

なお、前中間会計期間に係る中間監査報告書は、平成19年６月29日に提出した有価証券届出書に添付され

たものを利用しております。

　

３　中間連結財務諸表について

「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11年大蔵省令第24号)第５条第２項

により、当社では、子会社の資産、売上高等からみて、当企業集団の財政状態及び経営成績に関する合理的な

判断を誤らせない程度に重要性が乏しいものとして、中間連結財務諸表は作成しておりません。

なお、資産基準、売上高基準、利益基準及び利益剰余金基準による割合を示すと次のとおりであります。

①　資産基準 0.58％

②　売上高基準 0.00％

③　利益基準 △0.26％

④　利益剰余金基準 △0.16％

　※会社間項目の消去後の数値により算出しております。
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１ 【中間連結財務諸表等】

(1) 【中間連結財務諸表】

該当事項はありません。

　

(2) 【その他】

該当事項はありません。
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２ 【中間財務諸表等】

(1) 【中間財務諸表】

① 【中間貸借対照表】

　

前中間会計期間末

(平成19年３月31日)

当中間会計期間末

(平成20年３月31日)

前事業年度
要約貸借対照表
(平成19年９月30日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ　流動資産

　１　現金及び預金 552,049 1,061,869 557,721

　２　売掛金 23,062 56,486 30,582

　３　有価証券 ― 1,547 1,697

　４　仕掛販売用不動産 ※２ 357,242 854,537 712,025

　５　前渡金 66,787 24,200 11,671

　６　関係会社短期貸付金 ※２ ― 38,700 ―

　７　その他 63,893 71,973 72,078

　　　貸倒引当金 ― △21,846 △1,186

　　　流動資産合計 1,063,03570.6 2,087,46787.5 1,384,59076.4

Ⅱ　固定資産

　１　有形固定資産 ※１ 6,3560.4 12,6100.5 5,2440.3

　２　無形固定資産 2,1600.2 2,2270.1 2,5730.1

　３　投資その他の資産

　　(1) 投資有価証券 99,394 108,952 117,033

　　(2) 関係会社株式 ※２ 9,000 22,500 12,000

　　(3) 関係会社長期貸付金 ※２ 297,574 115,572 266,125

　　(4) その他 27,972 51,132 44,838

　　　　貸倒引当金 ― △15,000 △20,150

　　　投資その他の資産合計 433,94028.8 283,15811.9 419,84723.2

　　　固定資産合計 442,45829.4 297,99512.5 427,66523.6

　　　資産合計 1,505,494100.0 2,385,463100.0 1,812,255100.0

　

EDINET提出書類

株式会社ディア・ライフ(E04072)

半期報告書

17/40



　
前中間会計期間末

(平成19年３月31日)

当中間会計期間末

(平成20年３月31日)

前事業年度
要約貸借対照表
(平成19年９月30日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ　流動負債

　１　買掛金 25,244 5,784 3,038

　２　短期借入金 ※２ ― 345,000 ―

　３　一年以内返済予定の
　　　長期借入金

※２ 18,200 46,324 45,470

　４　一年以内償還予定の
　　　社債

70,000 120,000 70,000

　５　未払法人税等 189,998 191,058 159,487

　６　前受金 45,673 ― 50,648

　７　その他 ※３ 50,959 69,841 52,319

　　　流動負債合計 400,07626.6 778,00732.6 380,96321.0

Ⅱ　固定負債

　１　社債 170,000 50,000 110,000

　２　長期借入金 ※２ 13,600 106,368 127,930

　３　その他 1,322 ― ―

　　　固定負債合計 184,92212.3 156,3686.6 237,93013.2

　　　負債合計 584,99938.9 934,37539.2 618,89334.2

(純資産の部)

Ⅰ　株主資本

　１　資本金 196,03713.0 313,33713.1 313,33717.3

　２　資本剰余金

    (1) 資本準備金 126,037 243,337 243,337

　　　　資本剰余金合計 126,0378.4 243,33710.2 243,33713.4

　３　利益剰余金

    (1) その他利益剰余金

　　　　繰越利益剰余金 596,492 896,679 636,856

　　　　利益剰余金合計 596,49239.6 896,67937.6 636,85635.1

　　　株主資本合計 918,56761.0 1,453,35460.9 1,193,53165.8

Ⅱ　評価・換算差額等

　１　その他有価証券
　　　評価差額金

1,9280.1 △2,267△0.1 △169△0.0

　　　評価・換算差額等合計 1,9280.1 △2,267△0.1 △169△0.0

　　　純資産合計 920,49561.1 1,451,08760.8 1,193,36165.8

　　　負債純資産合計 1,505,494100.0 2,385,463100.0 1,812,255100.0
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② 【中間損益計算書】

　

前中間会計期間

(自　平成18年10月１日
至　平成19年３月31日)

当中間会計期間

(自　平成19年10月１日
至　平成20年３月31日)

前事業年度
要約損益計算書

(自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日)

区分
注記
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅰ　売上高 2,316,961100.0 1,419,329100.0 3,262,888100.0

Ⅱ　売上原価 1,746,58675.4 779,20254.9 2,419,74174.2

　　　売上総利益 570,37424.6 640,12745.1 843,14625.8

Ⅲ　販売費及び一般管理費 135,2635.8 178,41212.6 291,7258.9

　　　営業利益 435,11018.8 461,71532.5 551,42116.9

Ⅳ　営業外収益

　１　受取利息 2,485 3,594 8,875

　２　投資有価証券売却益 2,157 ― 2,638

　３　その他 1,076 5,7190.2 598 4,1920.3 2,704 14,2180.4

Ⅴ　営業外費用

　１　支払利息 1,406 3,620 2,396

　２　社債利息 1,864 1,347 3,584

　３　投資有価証券売却損 ― 1,619 1,478

　４　匿名組合分配損 1,456 3,832 5,254

　５　その他 181 4,9080.2 ― 10,4200.7 26,62139,3341.2

　　　経常利益 435,92118.8 455,48732.1 526,30416.1

Ⅵ　特別利益

　１　固定資産売却益 ― ― ― ― ― ― 1,423 1,4230.0

Ⅶ　特別損失

　１　貸倒引当金繰入額 ― 15,510 21,336

　２　関係会社株式評価損 ― ― 1,499

　３　固定資産除却損
―
 

― ― 919 16,4301.2 ― 22,8360.6

　　　税引前中間(当期)
　　　純利益

435,92118.8 439,05730.9 504,89115.5

　　　法人税、住民税
　　　及び事業税

187,189 187,908 223,088

　　　法人税等調整額 △3,150184,0397.9 △8,674179,23412.6△10,443212,6456.5

　　　中間(当期)純利益 251,88210.9 259,82318.3 292,2469.0
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③ 【中間株主資本等変動計算書】

前中間会計期間(自　平成18年10月１日　至　平成19年３月31日)
　

株主資本
評価・換算
差額合計

純資産合計

資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本合計
その他
有価証券
評価差額金資本準備金

その他
利益剰余金

繰越
利益剰余金

平成18年９月30日残高(千円) 196,037126,037344,609666,684 314 666,999

中間会計期間中の変動額

　中間純利益 ― ― 251,882251,882 ― 251,882

　株主資本以外の項目の中間会計期間中の
　変動額(純額)

― ― ― ― 1,613 1,613

中間会計期間中の変動額合計(千円) ― ― 251,882251,882 1,613 253,496

平成19年３月31日残高(千円) 196,037126,037596,492918,567 1,928 920,495

　

当中間会計期間(自　平成19年10月１日　至　平成20年３月31日)
　

株主資本
評価・換算
差額合計

純資産合計

資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本合計
その他
有価証券
評価差額金資本準備金

その他
利益剰余金

繰越
利益剰余金

平成19年９月30日残高(千円) 313,337243,337636,8561,193,531△169 1,193,361

中間会計期間中の変動額

　中間純利益 ― ― 259,823259,823 ― 259,823

　株主資本以外の項目の中間会計期間中の
　変動額(純額)

― ― ― ― △2,097 △2,097

中間会計期間中の変動額合計(千円) ― ― 259,823259,823△2,097 257,725

平成20年３月31日残高(千円) 313,337243,337896,6791,453,354△2,2671,451,087

　

前事業年度(自　平成18年10月１日　至　平成19年９月30日)
　

株主資本
評価・換算
差額合計

純資産合計

資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本合計
その他
有価証券
評価差額金資本準備金

その他
利益剰余金

繰越
利益剰余金

平成18年９月30日残高(千円) 196,037126,037344,609666,684 314 666,999

事業年度中の変動額

　新株の発行 117,300117,300 ― 234,600 ― 234,600

　当期純利益 ― ― 292,246292,246 ― 292,246

　株主資本以外の項目の事業年度中の
　変動額(純額)

― ― ― ― △484 △484

事業年度中の変動額合計(千円) 117,300117,300292,246526,846 △484 526,362

平成19年９月30日残高(千円) 313,337243,337636,8561,193,531△169 1,193,361
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④ 【中間キャッシュ・フロー計算書】
　

前中間会計期間

(自　平成18年10月１日

至　平成19年３月31日)

当中間会計期間

(自　平成19年10月１日

至　平成20年３月31日)

前事業年度要約

キャッシュ・フロー計算書

(自　平成18年10月１日

至　平成19年９月30日)

区分
注記
番号

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円)

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フロー

　１　税引前中間(当期)純利益 435,921 439,057 504,891

　２　減価償却費 1,589 1,555 3,854

　３　貸倒引当金の増加額 ― 15,510 21,336

　４　受取利息及び受取配当金 △2,795 △3,779 △9,611

　５　支払利息及び社債利息 3,270 4,967 5,980

　６　上場関連費用 ― ― 19,130

　７　匿名組合分配損 1,456 3,832 5,254

　８　投資有価証券売却損益（△は売却益） △1,976 1,619 △1,159

　９　固定資産売却益 ― ― △1,423

　10　固定資産除却損 ― 919 ―

　11　関係会社株式評価損 ― ― 1,499

　12　売上債権の増加額 △2,273 △25,904 △9,792

  13　仕掛販売用不動産の増加額 △172,547 △142,512 △527,330

　14　仕入債務の増加額 23,519 2,745 1,313

　15　前渡金の増減額(△は増加額) 109,605 △12,528 164,721

　16　前受金の減少額 △37,299 △50,648 △32,324

　17　その他 8,442 △3,502 7,054

　　　　小計 366,913 231,332 153,394

　18　利息及び配当金の受取額 1,029 1,937 6,674

　19　利息の支払額 △3,245 △5,697 △5,931

　20　法人税等の支払額 △70,248 △156,420 △136,916

　　営業活動によるキャッシュ・フロー 294,448 71,151 17,221

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー

　１　定期預金の預入による支出 △56,000 △6,000 △12,000

　２　有形固定資産の取得による支出 △3,216 ― △4,434

　３　有形固定資産の売却による収入 ― ― 1,801

　４　無形固定資産の取得による支出 △508 ― △1,233

　５　投資有価証券の取得による支出 △97,297 △6,599 △138,819

　６　投資有価証券の売却による収入 27,151 5,840 41,185

　７　関係会社株式の取得による支出 △3,000 △12,000 △9,000

　８　関係会社株式の売却による収入 1,500 1,500 3,000

　９　貸付けによる支出 △334,000 △277,036 △368,750

　10　貸付金の回収による収入 132,125 388,889 198,324

　11　その他 ― 110 ―

　　　投資活動によるキャッシュ・フロー △333,246 94,704 △289,926
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前中間会計期間

(自　平成18年10月１日

至　平成19年３月31日)

当中間会計期間

(自　平成19年10月１日

至　平成20年３月31日)

前事業年度要約

キャッシュ・フロー計算書

(自　平成18年10月１日

至　平成19年９月30日)

区分
注記
番号

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円)

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー

　１　短期借入れによる収入 256,000 445,000 256,000

　２　短期借入金の返済による支出 △256,800 △100,000 △256,800

　３　長期借入れによる収入 ― ― 150,000

　４　長期借入金の返済による支出 △8,400 △20,708 △16,800

　５　社債の償還による支出 △10,000 △10,000 △70,000

　６　株式の発行による収入 ― ― 227,109

　７　上場関連費用 ― ― △19,130

　　　財務活動によるキャッシュ・フロー △19,200 314,292 270,378

Ⅳ　現金及び現金同等物の増減額(△は減少額) △57,997 480,147 △2,325

Ⅴ　現金及び現金同等物の期首残高 560,047 557,721 560,047

Ⅵ　現金及び現金同等物の中間期末(期末)残高 ※ 502,049 1,037,869 557,721
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中間財務諸表作成の基本となる重要な事項

　
前中間会計期間

(自　平成18年10月１日
至　平成19年３月31日)

当中間会計期間
(自　平成19年10月１日
至　平成20年３月31日)

前事業年度
(自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日)

１ 資産の評価基準及び評価方法

(1) 有価証券

   ①子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法を採用

しております。

１　資産の評価基準及び評価方法

(1) 有価証券

   ①子会社株式及び関連会社株式

同左

１　資産の評価基準及び評価方法

(1) 有価証券

   ①子会社株式及び関連会社株式

同左

   ②その他有価証券

   ＜時価のあるもの＞

中間決算期末日の市場価格等に

基づく時価法を採用しておりま

す。

(評価差額は全部純資産直入法

により処理し、売却原価は移動平

均法により算定しております。)

   ②その他有価証券

   ＜時価のあるもの＞

同左

   ②その他有価証券

   ＜時価のあるもの＞

決算期末日の市場価格等に基づ

く時価法を採用しております。

(評価差額は全部純資産直入法

により処理し、売却原価は移動平

均法により算定しております。)

   ＜時価のないもの＞

移動平均法による原価法を採用

しております。ただし、匿名組合出

資金については、中間決算期末日

における純資産の持分相当額で評

価しております。

   ＜時価のないもの＞

移動平均法による原価法を採用

しております。ただし、匿名組合出

資金については、入手可能な直近

の財務諸表を基礎とし、純資産の

当社持分相当額で評価しておりま

す。

   ＜時価のないもの＞

同左

(2) たな卸資産

     仕掛販売用不動産

個別法による原価法を採用して

おります。

(2) たな卸資産

     仕掛販売用不動産

同左

(2) たな卸資産

     仕掛販売用不動産

同左

２　固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産

    定率法を採用しております。

主な耐用年数は以下のとおりで

あります。

建物 ３年

車両運搬具 ２年

工具器具及び備品 ３～15年

 

２　固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産

定率法を採用しております。

主な耐用年数は以下のとおりで

あります。

建物 ３～15年

工具器具及び備品 ３～15年

　

 

２　固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産

    定率法を採用しております。

主な耐用年数は以下のとおりで

あります。

建物 ３年

車両運搬具 ２年

工具器具及び備品 ３～15年

　(会計方針の変更)

当事業年度より、平成19年度の

法人税法の改正に伴い、平成19年

４月１日以降に取得した減価償却

資産については、改正後の法人税

法に基づく方法に変更しておりま

す。なお、これによる損益に与える

影響は軽微であります。

(2) 無形固定資産

    定額法を採用しております。

なお、自社利用のソフトウェア

については、社内における利用可

能期間(５年)に基づいておりま

す。

(2) 無形固定資産

同左

(2) 無形固定資産

同左
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　 前中間会計期間
(自　平成18年10月１日
至　平成19年３月31日)

当中間会計期間
(自　平成19年10月１日
至　平成20年３月31日)

前事業年度
(自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日)

３　引当金の計上基準

    貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備え

るため、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収可能性

を勘案し、回収不能見込額を計上し

ております。

なお、当中間会計期間において

は、貸倒実績及び個別の回収不能見

込額がないため、貸倒引当金を計上

しておりません。

３　引当金の計上基準

    貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備え

るため、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収可能性

を勘案し、回収不能見込額を計上し

ております。

３　引当金の計上基準

    貸倒引当金

同左

４　リース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引につい

ては、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。

４　リース取引の処理方法

同左

４　リース取引の処理方法

同左

５　中間キャッシュ・フロー計算書に

おける資金の範囲

手許現金、随時引き出し可能な預

金及び容易に換金可能であり、か

つ、価値の変動について僅少なリス

クしか負わない取得日から３ヶ月

以内に償還期限の到来する短期投

資からなっております。

５　中間キャッシュ・フロー計算書に

おける資金の範囲

同左

５　キャッシュ・フロー計算書におけ

る資金の範囲

同左

６　その他中間財務諸表作成のための

基本となる重要な事項

    消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計

処理は、税抜方式によっておりま

す。控除対象外消費税額等につい

ては、販売費及び一般管理費に計

上しており、固定資産に係るもの

は長期前払費用に計上し、５年間

で均等償却を行っております。

６　その他中間財務諸表作成のための

基本となる重要な事項

    消費税等の会計処理

同左

６　その他財務諸表作成のための基本

となる重要な事項

    消費税等の会計処理

同左

　

表示方法の変更

　
前中間会計期間

(自　平成18年10月１日
至　平成19年３月31日)

当中間会計期間
(自　平成19年10月１日
至　平成20年３月31日)

― (損益計算書関係)

　前中間会計期間の営業外費用の「その他」に含めて表示

しておりました「投資有価証券売却損」については、金額

的重要性が高まったことから、当中間会計期間より区分掲

記しております。

　なお、前中間会計期間における投資有価証券売却損は181

千円であります。
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追加情報

　
前中間会計期間

(自　平成18年10月１日
至　平成19年３月31日)

当中間会計期間
(自　平成19年10月１日
至　平成20年３月31日)

前事業年度
(自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日)

(特別目的会社)

　当社がアセットマネジメント業務を

受託している特別目的会社は、連結子

会社としておりません。なお、特別目

的会社の概要及び事業上の関係は以

下のとおりです。

　

１　特別目的会社の概要

名称 当社との関係

㈲北の丸
インベストメン
ト

役員の兼任１名
金銭の貸付あり

㈲北の丸
リアルエステー
ト

役員の兼任１名
金銭の貸付あり

㈲千鳥ヶ淵
インベストメン
ト

役員の兼任１名
金銭の貸付あり

桜田門
インベストメント
(同)

金銭の貸付あり

(特別目的会社)

　当社がアセットマネジメント業務を

受託している特別目的会社は、連結子

会社としておりません。なお、特別目

的会社の概要及び事業上の関係は以

下のとおりです。

　

１　特別目的会社の概要

名称 当社との関係

㈲北の丸
インベストメン
ト

金銭の貸付あり

㈲北の丸
リアルエステー
ト

金銭の貸付あり

㈲千鳥ヶ淵
インベストメン
ト

金銭の貸付あり

桜田門
インベストメント
(同)

―

馬場先門
インベストメント
(同)

金銭の貸付あり

田安門
インベストメント
(同)

―

(特別目的会社)

　当社がアセットマネジメント業務を

受託している特別目的会社は、連結子

会社としておりません。なお、特別目

的会社の概要及び事業上の関係は以

下のとおりです。

　

１　特別目的会社の概要

名称 当社との関係

㈲北の丸
インベストメン
ト

金銭の貸付あり

㈲北の丸
リアルエステー
ト

金銭の貸付あり

㈲千鳥ヶ淵
インベストメン
ト

金銭の貸付あり

桜田門
インベストメント
(同)

金銭の貸付あり

馬場先門
インベストメント
(同)

金銭の貸付あり

　 　 　

２　事業上の関係

　特別目的会社各社とのアセットマネ

ジメント契約による主な取引金額等

は以下のとおりです。

アセットマネジメント事業売上高

アセットマネジメント
フィー

17,714千円

アクイジションフィー 80,790千円

計 98,504千円

出資額(関係会社株式) 6,000千円

関係会社貸付金 297,574千円

関係会社貸付金に
係る受取利息

2,212千円

２　事業上の関係

　特別目的会社各社とのアセットマネ

ジメント契約による主な取引金額等

は以下のとおりです。

アセットマネジメント事業売上高

アセットマネジメント
フィー

23,829千円

アクイジションフィー 69,639千円

デ ィ ス ポ ジ シ ョ ン
フィー

92,714千円

インセンティブフィー 230,589千円

計 416,772千円

出資額(関係会社株式) 7,500千円

関係会社貸付金 154,272千円

関係会社貸付金に
係る受取利息

2,670千円

２　事業上の関係

　特別目的会社各社とのアセットマネ

ジメント契約による主な取引金額等

は以下のとおりです。

アセットマネジメント事業売上高

アセットマネジメント
フィー

56,181千円

アクイジションフィー 90,615千円

デ ィ ス ポ ジ シ ョ ン
フィー

4,590千円

インセンティブフィー 8,502千円

計 159,889千円

出資額(関係会社株式) 6,000千円

関係会社貸付金 266,125千円

関係会社貸付金に
係る受取利息

7,105千円
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注記事項

(中間貸借対照表関係)
　

前中間会計期間末
(平成19年３月31日)

当中間会計期間末
(平成20年３月31日)

前事業年度末
(平成19年９月30日)

※１ 有形固定資産減価償却累計額

5,786千円

※１ 有形固定資産減価償却累計額

3,627千円

※１ 有形固定資産減価償却累計額

3,831千円

※２ 担保資産及び担保付債務

担保に供している資産は次のと

おりであります。

関係会社株式 3,000千円

関係会社長期貸付金 45,024千円

なお、上記の他に関連会社である

㈲北の丸リアルエステートの借入

金1,050,000千円及び㈲北の丸イン

ベストメントの借入金720,000千円

の担保に供しております。

※２ 担保資産及び担保付債務

担保に供している資産は次のと

おりであります。

仕掛販売用不動産 536,613千円

関係会社株式 1,500千円

関係会社短期貸付金 20,150千円

関係会社長期貸付金 63,402千円

担保付債務は次のとおりであり

ます。

短期借入金 345,000千円

一年以内返済予定の
長期借入金

32,724千円

長期借入金 106,368千円

なお、上記の他に関連会社である

㈲北の丸リアルエステートの借入

金750,000千円及び㈲北の丸インベ

ストメントの借入金1,500,000千円

の担保に供しております。

※２ 担保資産及び担保付債務

担保に供している資産は次のと

おりであります。

仕掛販売用不動産 172,469千円

関係会社株式 1,500千円

関係会社長期貸付金 68,552千円

担保付債務は次のとおりであり

ます。

一年以内返済予定の
長期借入金

27,270千円

長期借入金 122,730千円

なお、上記の他に関連会社である

㈲北の丸リアルエステートの借入

金1,038,611千円及び㈲北の丸イン

ベストメントの借入金1,500,000千

円の担保に供しております。

※３ 消費税等の取扱い

仮払消費税等及び仮受消費税等

は、相殺のうえ、流動負債の「その

他」に含めて表示しております。

※３ 消費税等の取扱い

同左

※３　　　　　 ―

　

(中間損益計算書関係)
　

前中間会計期間
(自　平成18年10月１日
至　平成19年３月31日)

当中間会計期間
(自　平成19年10月１日
至　平成20年３月31日)

前事業年度
(自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日)

１　減価償却実施額

有形固定資産 1,323千円

無形固定資産 266千円

１　減価償却実施額

有形固定資産 1,208千円

無形固定資産 346千円

１　減価償却実施額

有形固定資産 3,275千円

無形固定資産 579千円
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(中間株主資本等変動計算書関係)

前中間会計期間(自　平成18年10月１日　至　平成19年３月31日)

１．発行済株式に関する事項

株式の種類
前事業年度末
株式数(株)

当中間会計期間
増加株式数(株)

当中間会計期間
減少株式数(株)

当中間会計期間末
株式数(株)

普通株式 2,085 6,255 ― 8,340

(注)　普通株式の発行済株式総数の増加6,255株は、平成19年２月22日に普通株式１株を４株に分割したことによる増加

であります。

　

２．自己株式に関する事項

　　該当事項はありません。

　

３．新株予約権等に関する事項

内訳
目的となる
株式の種類

目的となる株式の数(株) 当中間会計
期間末残高
(千円)前事業年度末 増加 減少

当中間会計
期間末

平成18年新株予約権 普通株式 390 1,170 ― 1,560 ―

(注) １．目的となる株式の数は、権利行使可能数を記載しております。

２．平成18年新株予約権は、権利行使期間の初日が到来しておりません。

３．自己新株予約権については、該当事項はありません。

４．目的となる株式の数の増加1,170株は、平成19年２月22日に普通株式１株を４株に分割したことによる増加で

あります。

　

４．配当に関する事項

　　該当事項はありません。

　

当中間会計期間(自　平成19年10月１日　至　平成20年３月31日)

１．発行済株式に関する事項

株式の種類
前事業年度末
株式数(株)

当中間会計期間
増加株式数(株)

当中間会計期間
減少株式数(株)

当中間会計期間末
株式数(株)

普通株式 9,340 18,680 ― 28,020

　　(変動事由の概要)　

　　増加の主な内訳は、次のとおりであります。

　　株式分割（１：３）による増加　　　　　18,680株
　

２．自己株式に関する事項

　　該当事項はありません。

　

３．新株予約権等に関する事項

内訳
目的となる
株式の種類

目的となる株式の数(株) 当中間会計
期間末残高
(千円)前事業年度末 増加 減少

当中間会計
期間末

平成18年新株予約権 ― ― ― ― ― ―

(注) 自己新株予約権については、該当事項はありません。

　

４．配当に関する事項

　　該当事項はありません。
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前事業年度(自　平成18年10月１日　至　平成19年９月30日)

１．発行済株式に関する事項

株式の種類
前事業年度末
株式数(株)

当事業年度
増加株式数(株)

当事業年度
減少株式数(株)

当事業年度末
株式数(株)

普通株式 2,085 7,255 ― 9,340

　 　　(変動事由の概要)

　増加の主な内訳は、次のとおりであります。

　株式分割（１：４）による増加　　　　　6,255株

　新株発行による増加　　　　　　　　　　1,000株
　

２．自己株式に関する事項

　　該当事項はありません。

　

３．新株予約権等に関する事項

内訳
目的となる
株式の種類

目的となる株式の数(株)
当事業年度末
残高(千円)

前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

平成18年新株予約権 ― ― ― ― ― ―

(注) 自己新株予約権については、該当事項はありません。

　

４．配当に関する事項

　　該当事項はありません。
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(中間キャッシュ・フロー計算書関係)

　
前中間会計期間

(自　平成18年10月１日
至　平成19年３月31日)

当中間会計期間
(自　平成19年10月１日
至　平成20年３月31日)

前事業年度
(自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日)

※　現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係

(平成19年３月31日現在)

現金及び預金 552,049千円

預入期間３か月超の
定期預金

△50,000千円

現金及び現金同等物 502,049千円

　

※　現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係

(平成20年３月31日現在)

現金及び預金 1,061,869千円

預入期間３か月超の
定期預金

△24,000千円

現金及び現金同等物 1,037,869千円

※　現金及び現金同等物の期末残高と

貸借対照表に掲記されている科目

の金額との関係

(平成19年９月30日現在)

現金及び預金 557,721千円

現金及び現金同等物 557,721千円

　

(リース取引関係)

　

前中間会計期間
(自　平成18年10月１日
至　平成19年３月31日)

当中間会計期間
(自　平成19年10月１日
至　平成20年３月31日)

前事業年度
(自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日)

　リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

　リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

　リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

　リース取引の内容の重要性が乏し

く、かつ、契約１件当たりの金額が少

額であるため、中間財務諸表等規則第

５条の３において準用する財務諸表

等規則第８条の６第６項の規定によ

り、記載を省略しております。

同左 　リース取引の内容の重要性が乏し

く、かつ、契約１件当たりの金額が少

額であるため、財務諸表等規則第８条

の６第６項の規定により、記載を省略

しております。
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(有価証券関係)

前中間会計期間末(平成19年３月31日現在)

１　その他有価証券で時価のあるもの

　

種類
取得原価
(千円)

中間貸借対照表計上額
(千円)

差額
(千円)

①　株式 9,797 9,962 164

②　債券 11,549 11,875 326

③　その他 11,253 14,013 2,759

計 32,600 35,850 3,250

　

２　時価評価されていない主な有価証券の内容

　

区分
中間貸借対照表計上額

(千円)

(1) 子会社株式及び関連会社株式 9,000

(2) その他有価証券

　　匿名組合出資金 63,543

　

当中間会計期間末(平成20年３月31日現在)

１　その他有価証券で時価のあるもの

　

種類
取得原価
(千円)

中間貸借対照表計上額
(千円)

差額
(千円)

①　株式 2,704 2,429 △274

②　債券 11,549 9,024 △2,524

③　その他 4,156 3,133 △1,023

計 18,410 14,587 △3,822

　

２　時価評価されていない主な有価証券の内容

　

区分
中間貸借対照表計上額

(千円)

(1) 子会社株式及び関連会社株式 22,500

(2) その他有価証券

　　匿名組合出資金 95,912
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前事業年度末(平成19年９月30日現在)

１　その他有価証券で時価のあるもの

　

種類
取得原価
(千円)

貸借対照表計上額
(千円)

差額
(千円)

①　債券 11,549 11,126 △422

②　その他 7,721 7,858 136

計 19,270 18,984 △285

　

２　時価評価されていない主な有価証券の内容

　

区分
貸借対照表計上額

(千円)

(1) 子会社株式及び関連会社株式 12,000

(2) その他有価証券

　　匿名組合出資金 99,745
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(デリバティブ取引関係)

　
前中間会計期間

(自　平成18年10月１日
至　平成19年３月31日)

当中間会計期間
(自　平成19年10月１日
至　平成20年３月31日)

前事業年度
(自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日)

　当社は、デリバディブ取引を全く利

用しておりませんので、該当事項はあ

りません。

同左 同左

　

(ストック・オプション等関係)

前中間会計期間(自　平成18年10月１日　至　平成19年３月31日)

当中間会計期間において、ストックオプションを新たに付与していないため、該当事項はありま

せん。

　

当中間会計期間(自　平成19年10月１日　至　平成20年３月31日)

当中間会計期間において、ストックオプションを新たに付与していないため、該当事項はありま

せん。

　

前事業年度(自　平成18年10月１日　至　平成19年９月30日)

１　ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

(1) ストック・オプションの内容

平成18年ストック・オプション

付与対象者の区分及び人数
当社取締役　　３名
当社監査役　　１名
当社従業員　　７名

ストック・オプション数　(注)１ 普通株式　　1,600株　　(注)２，３

付与日 平成18年３月15日

権利確定条件 権利確定条件は付与されておりません。

対象勤務期間 対象勤務期間の定めはありません。

権利行使期間
自　平成20年４月１日
至　平成28年１月31日

(注)　１　株式数に換算して記載しております。

　　　２　退職により、従業員２名40株分の権利が喪失しております。

　　　３　ストック・オプション数は、平成19年２月22日付株式分割(普通株式１株につき４株)による

　　分割後の株式数に換算して記載しております。
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(2) ストック・オプションの規模及びその変動状況

当事業年度(平成19年９月期)において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オ

プションの数については、株式数に換算しております。

①　ストック・オプションの数

平成18年ストック・オプション

権利確定前　　(株)

　前事業年度末 390

　付与 ―

　株式分割による増加　(注) 1,170

　失効 ―

　権利確定 ―

　未確定残 1,560

権利確定後　　(株) ―

　前事業年度末 ―

　権利確定 ―

　権利行使 ―

　失効 ―

　未行使残 ―

(注)　平成19年２月22日付で普通株式１株を４株に分割したことによる増加であります。

　

②　単価情報

平成18年ストック・オプション

権利行使価格　(注) 65,250円

行使時平均単価 ―

(注)　平成19年２月５日開催の取締役会決議により、平成19年２月22日付で普通株式１株を４株に分割いた

しました。これに伴い、権利行使価格は分割後の金額で記載しております。

　

(持分法損益等)

　
前中間会計期間

(自　平成18年10月１日
至　平成19年３月31日)

当中間会計期間
(自　平成19年10月１日
至　平成20年３月31日)

前事業年度
(自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日)

関連会社に対する投資の金額

6,000千円

持分法を適用した場合の投資の金額

―千円

持分法を適用した場合の投資損失の金

額

2,081千円

関連会社に対する投資の金額

7,500千円

持分法を適用した場合の投資の金額

33,495千円

持分法を適用した場合の投資利益の金

額

26,541千円

関連会社に対する投資の金額

6,000千円

持分法を適用した場合の投資の金額

―千円

持分法を適用した場合の投資損失の金

額

4,862千円

　

(企業結合等関係)

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)
　

前中間会計期間
(自　平成18年10月１日
至　平成19年３月31日)

当中間会計期間
(自　平成19年10月１日
至　平成20年３月31日)

前事業年度
(自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日)

１株当たり純資産額 110,371円13銭

１株当たり中間純利益 30,201円78銭

１株当たり純資産額 51,787円56銭

１株当たり中間利純益 9,272円79銭

潜在株式調整後
１株当たり中間純利益

8,277円93銭

１株当たり純資産額 127,768円90銭

１株当たり当期純利益 34,353円17銭

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

33,556円64銭

　当社は、平成19年２月22日付で株式

１株につき４株の株式分割を行って

おります。

　当該株式分割が前期首に行われたと

仮定した場合の前事業年度における

１株当たり情報については、それぞれ

以下のとおりであります。

１株当たり純資産額 79,975円91銭

１株当たり当期純利益 30,241円20銭

　なお、潜在株式調整後１株当たり中

間純利益については、新株予約権の残

高はありますが、当社株式は非上場で

あり、期中平均株価が把握できません

ので記載しておりません。

　当社は、平成19年10月１日付で株式

１株につき３株の株式分割を行って

おります。

　当該株式分割が前期首に行われたと

仮定した場合の前中間会計期間及び

前事業年度における１株当たり情報

については、それぞれ以下のとおりで

あります。

 前中間会計期間

１株当たり純資産額 36,790円38銭

１株当たり中間純利益 10,067円26銭

　なお、潜在株式調整後１株当たり中

間純利益については、新株予約権の残

高はありますが、当社株式は非上場で

あり、期中平均株価が把握できません

ので記載しておりません。

 前事業年度

１株当たり純資産額 42,589円63銭

１株当たり当期純利益 11,451円06銭

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

11,185円55銭

　当社は、平成19年２月22日付で株式

１株につき４株の株式分割を行って

おります。

　当該株式分割が前期首に行われたと

仮定した場合の前事業年度における

１株当たり情報については、それぞれ

以下のとおりであります。

１株当たり純資産額 79,975円91銭

１株当たり当期純利益 30,241円20銭

　

(注)１株当たり中間(当期)純利益及び潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益の算定上の基礎

前中間会計期間
(自 平成18年10月１日
至 平成19年３月31日)

当中間会計期間
(自　平成19年10月１日
至　平成20年３月31日)

前事業年度
(自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日)

１株当たり中間(当期)純利益

　中間(当期)純利益(千円) 251,882 259,823 292,246

　普通株主に帰属しない金額(千円) ― ― ―

　普通株式に係る中間(当期)純利益
　(千円)

251,882 259,823 292,246

　普通株式の期中平均株式数(株) 8,340 28,020 8,507

潜在株式調整後１株当たり中間(当期)
純利益

　中間(当期)純利益調整額(千円) ― ― ―

　普通株式増加数(株) ― 3,368 202

　(うち新株予約権) (―) (3,368) (202)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調
整後１株当たり中間(当期)純利益の算定
に含まれなかった潜在株式の概要

新株予約権(新株予約
権の数390個)。 ― ―
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(重要な後発事象)

　
前中間会計期間

(自　平成18年10月１日
至　平成19年３月31日)

当中間会計期間
(自　平成19年10月１日
至　平成20年３月31日)

前事業年度
(自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日)

(子会社の設立)

　平成19年４月２日の取締役会決議に

基づき、子会社を新設致しました。そ

の概要は以下のとおりであります。

１ 商号 馬場先門インベストメン
ト合同会社

２ 本店 千代田区九段南２丁目３
番21号

３ 設立 平成19年４月23日

４ 目的 不動産の売買、賃貸借及び
管理

５ 資本金 3,000千円

６ 出資者 当社 100％

　平成19年４月２日の取締役会決議に

基づき、子会社を新設致しました。そ

の概要は以下のとおりであります。

１ 商号 田安門インベストメント
合同会社

２ 本店 千代田区九段南２丁目３
番21号

３ 設立 平成19年４月23日

４ 目的 不動産の売買、賃貸借及び
管理

５ 資本金 3,000千円

６ 出資者 当社 100％

― (株式分割)

　平成19年８月31日開催の当社の取締

役会決議に基づき、次のように株式分

割を行っております。

１ 平成19年10月１日付をもって普通

株式１株を３株に分割しておりま

す。

  (1) 分割により増加する株式数

      普通株式　　    　 18,680株

  (2) 分割方法

平成19年９月30日最終の株主

名簿に記載された株主の所有

株式数１株につき３株の割合

を持って分割しております。

  (3) 発行可能株式総数　 96,000株

２ １株当たり情報に及ぼす影響

なお、当該株式分割が前期首に行

われたと仮定した場合の前事業年度

における１株当たり情報及び当期首

に行われたと仮定した場合の当期に

おける１株当たりの情報について

は、それぞれ以下のとおりとなりま

す。

前事業年度 当事業年度

１株当たり純資産額 １株当たり純資産額

26,658円64銭42,589円63銭

１株当たり当期純利
益

１株当たり当期純利
益

10,080円40銭11,451円06銭

潜在株式調整後
１株当たり当期純利
益

潜在株式調整後
１株当たり当期純利
益

― 11,185円55銭

なお、前事業年度における潜在株

式調整後１株当たり当期純利益につ

いては、新株予約権の残高はありま

すが、平成18年９月30日時点におい

ては、当社株式は非上場であり、期中

平均株価が把握できませんので記載

しておりません。
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(2) 【その他】

該当事項はありません。
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第６ 【提出会社の参考情報】

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

　

(1) 有価証券報告書
　　及びその添付書類

事業年度　第３期
(自 平成18年10月１日 至 平成19年９月30日）

平成19年12月27日
関東財務局長に提出。
　

(2) 有価証券報告書の
　　訂正報告書
 

上記(1)に係る訂正報告書であります。
 

平成20年２月12日
関東財務局長に提出。

(3) 有価証券届出書の
　　訂正届出書
 

平成19年６月29日に提出した
有価証券届出書の訂正届出書であります。

平成20年２月12日
関東財務局長に提出。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の中間監査報告書

　

平成19年６月26日

株式会社ディア・ライフ

取締役会　御中

　

あずさ監査法人

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　小　　田　　哲　　生　　㊞

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　伊　　藤　　俊　　哉　　㊞

　

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社ディア・ライフの平成18年10月１日から平成19年９月30日までの第３期事業年度の中間会計期

間(平成18年10月１日から平成19年３月31日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益

計算書、中間株主資本等変動計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間

財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明

することにある。

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法

人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重

要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心と

した監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として

中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基

準に準拠して、株式会社ディア・ライフの平成19年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中

間会計期間(平成18年10月１日から平成19年３月31日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関す

る有用な情報を表示しているものと認める。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　

※　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券届出書提出会社が別途保

管しております。
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独立監査人の中間監査報告書

　

平成20年６月20日

株式会社ディア・ライフ

取締役会　御中

　

あずさ監査法人

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　小　　田　　哲　　生　　㊞

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　伊　　藤　　俊　　哉　　㊞

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられている株式会社ディア・ライフの平成19年10月１日から平成20年９月30日までの第４期事業年度の

中間会計期間(平成19年10月１日から平成20年３月31日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照

表、中間損益計算書、中間株主資本等変動計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行っ

た。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する

意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法

人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重

要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心と

した監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として

中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基

準に準拠して、株式会社ディア・ライフの平成20年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中

間会計期間(平成19年10月１日から平成20年３月31日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関す

る有用な情報を表示しているものと認める。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　

※　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別途保管し

ております。
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